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農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

事業モデルと経営モデル

ＪＡの個々の事業のビジネスモデルを追求することは大切である。信用事業であれ，共

済事業であれ，個々の事業にはそれぞれの特質があり，競合する相手はその分野に特化し

た金融機関であり保険会社である。総合事業のＪＡといえども各事業の専門性と効率化に

磨きをかけないわけにはいかない。これまでＪＡ系統はＪＡから全国連までを包含する形

で一体的に，統合的に，そして，基本的には全国連主導で各事業モデルを追求してきた。

ところで，ＪＡの現場を歩き，役職員の方々から話を伺って痛感することは，彼らはＪＡ

の経営のビジネスモデルを日々模索しているということである。総合事業体としての経営

モデルを追求している。資産管理事業にしても大変手間のかかる仕事であり，専門的な知

識を必要とするが，それに取り組むわけは組合員の所得の維持・安定が図れるからであり，

その成果は信用・共済事業等に反映される。そこに働いているのは経営の論理である。

振り返ってみれば，90年代に入ると，金利・金融自由化の浸透，バブルの崩壊（91年），

日本経済の低成長等の環境変化のなかでＪＡの経営は悪化し，経営の合理化が喫緊の課題

となった。ＪＡ系統は広域合併の加速（総合農協数は80年4,528→90年3,574→2000年1,347），

96年の金融機関健全化法に対応したＪＡの経営改革，系統事業の二段階化，02年のＪＡバ

ンクシステム開始など経営・事業・組織改革に取り組んできた。その結果，90年代後半か

ら悪化したＪＡの事業利益は01年度には下げ止まる（事業利益は95年度1,904億円→01年度

261億円→05年度1,600億円）。その間事業総利益が減少傾向にあるなかで，それを上回る事

業管理費の削減によって，ＪＡは収支の均衡を図ってきた。

これまでのＪＡ改革はどちらかといえば事業・組織改革に重点があり，そのテーマは合

理化・効率化であったように思われる。そこに働いているのは事業の論理であり，事業の

論理とは言い換えれば市場経済原理である。規模の経済の追求もそこに含めて考えること

ができよう。低成長・ディスインフレ環境のもと市場のパイが縮小するなかでＪＡ系統は

いわば“守りの選択”をしたのであり，その選択はそれなりの合理性があった。

しかし，そこには“攻めの選択”は少なかった。事業の論理を貫けば他金融機関や他保

険会社と同じ土俵で競争し続けることになる。そこには終わりのないコスト競争が待って

いるだけかも知れない。

ＪＡは今一度原点を振り返り，事業モデルの追求とともに総合事業体としての経営モデ

ルの追求にも磨きをかけるべきではないだろうか。そこにおいてこそＪＡらしい“攻めの

選択”が可能なのではなかろうか。ＪＡには組合員・利用者の各種相談・ニーズに応えら

れる機能と能力がある。これはいわば「密度の経済」ともいえるものである。多様な事

業・サービスを通じて密度の濃い信頼関係を構築し，太い絆を創り上げていく経営モデル

を追求すべきである。市場経済原理と協同組合原理の調和を見いだす柔軟な経営が今，求

められているように思われる。

（（株）農林中金総合研究所　取締役調査第一部長　鈴木利徳・すずきとしのり）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2008年４月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・小麦加工食品を巡る最近の動向

・バイオ燃料による米国農業政策の変容

・ウナギをめぐる情勢変化とわが国への影響

・「昭和の町」による地域活性化

――豊後高田市――

・少人数の強みを生かすＪＡ常総ひかり石下地区

契約レタス部会

・世界最大の魚市場「築地市場」での食育の取組み

・高まりつつある中国の米州大陸への食料依存

――穀物メジャーの参入で変わる中国・ブラジルの

大豆産業――

・マグロの需給と価格形成をめぐる動向

【協同組合】

・農協における農業関連事業損益の現状と課題

・農協における集落営農組織への金融対応の現状

【組合金融】

・2008年度の組合金融の展望

【国内経済金融】

・最近の「円高」と日本経済への影響

・バリアフリーと金融機関

―みずほ銀行「ハートフルプロジェクト」―

・賃貸住宅の需要と経営管理

・地域金融機関の年金受給口座獲得の動き

【海外経済金融】

・中国農村信用社改革の評価と農村金融改革の課題

・中国農村金融自由化の背景と可能性

―農村活性化のカギを握る資金供給の拡大―

・現地にみる中国農村金融改革とその課題

―蘇州市・江西省における事例から―

・米国における投資信託の成長と日本への示唆

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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